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第1章 序論 
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1.1 研究の背景 

 日本は、エネルギー源の中心となっている化石燃料に乏しく、その大半を海外

からの輸入に頼っているという根本的な脆弱性を抱えており、エネルギーを巡

る国内外の状況の変化に大きな影響を受けやすい構造を有している。国民生活

と産業活動の血脈であるエネルギーの安定的な確保は、国の安全保障にとって

不可欠なものであり、我が国にとって常に大きな課題であり続けている。そのた

め、限られた資源を効率的に活用することが不可欠である。 
一方で、世界規模ではエネルギー消費量（一次エネルギー）も経済成長ととも

に増加を続けており、石油換算で1965年の37億トンから年平均2.4％で増加し続

け、2021年には142億トンに達した。現在主流の化石エネルギーは無尽蔵ではな

く、また化石エネルギーを大量に消費すると二酸化炭素の排出量も増加する。国

際エネルギー機関（IEA）の統計によると、世界のエネルギー起源CO₂排出量は、

2023年時点で約370億トンに達しており、その大半は石炭、石油、天然ガスとい

った化石燃料の燃焼によるものである。 
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告によれば、地球の平均気温上

昇を1.5℃以内に抑制するためには、2050年までに世界全体のCO₂排出量を実質

ゼロとする必要があるとされている。このような背景から、日本は2050年までに

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラル目標を掲げ、

その実現に向けて、2030年度に温室効果ガスを2013年度から46%削減することを

目指すことを表明した。 
目標の達成のためには、再生可能エネルギーの導入拡大やカーボンキャプチ

ャ技術の進展に加えて、エネルギー消費そのものを削減する「省エネルギー」が

不可欠である。このようなエネルギーに関する課題を持続的に取り組むために、

2025年4月には建築物省エネ法を改正し、省エネルギーへの取り組みが強化され

ている。 
 国際的にも、2023年末に開催されたCOP28サミットにおいて、約200カ国が、

2030年までに世界のエネルギー効率改善率を年間平均で倍増させることを目指

し、協力するという合意に達した。 
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1.2 研究目的 

建築物省エネ法の改正により、すべての住宅・建築物を新築・増改築する際は

「省エネ適合基準」が義務化されることとなった。従来、中小規模のビルは省エ

ネ法の規制の対象となるところが少なく、省エネの取組が進んでいなかった。し

かしながら、日本の建築物の99%以上を占める1)10,000m2以下の中小規模ビルで

はエネルギー管理に関する専任の人員が不在であることが多いため、省エネル

ギー対策が不十分となる現状がある。 
中小規模ビルのエネルギー消費割合が最も大きい用途は、熱源と熱搬送を合

計した空調関係の44.6%となっている2)。次に照明・コンセントの順である。この

ような状況を踏まえて、本研究では中小規模ビルの空調設備を対象として、省エ

ネルギーとなる方策を検討することとした。 
中小規模ビルの空調設備としては、近年、設置の柔軟性および運用の簡便さか

ら個別分散空調システムの導入が進んでおり、今後もますます拡大していくこ

とが見込まれる。また、海外でも個別分散空調システムが普及しつつあり、世界

的な傾向として見て取れる。 
世界的な傾向としては、国際エネルギー機関(IEA)のレポートであるEnergy 

Efficiency 2024では、2024年のエネルギー効率は約1%というわずかな改善にとど

まると予想されている。これは2010年から2019年の平均率の約半分に留まる改

善率である。この原因として、気温の上昇に伴い、2024年には世界各地でエアコ

ンの販売が急増していることが挙げられる。エアコンの使用増加により、世界の

エネルギー需要の約半分を占める40カ国以上でピーク時の電力需要が過去最高

を記録し、多くの国で停電が発生する事態となっている。エアコンの販売はさら

に増加すると予想されており、エアコンの効率化は電力需要への影響を軽減す

ることがでると考えられる。 
このような状況から、個別分散空調システムに対する省エネルギー対策は国

内だけでなく、世界的に求められるものである。さらに、自動制御によって省エ

ネルギーを達成することができれば、エネルギー管理の人員が不在であっても

導入時の問題とはならず、広く活用されることが期待される。 
そこで、本研究の目的として、個別分散空調システムに対する自動制御によっ

て、省エネルギーを達成できる制御の開発を目指す。 
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1.3 個別分散空調システムに対する自動制御の研究 

個別分散空調システムに対する自動制御を開発するにあたり、個別分散空調

システムは機器単体で制御が完結しており、設計者の意図を反映させることが

難しいシステムとなっている。また、機器外部からの指令によるメーカーの意図

しない制御は、機器の保証外となる恐れがあることも個別分散空調システムに

対する自動制御導入の困難さの要因となっている。 
既往の研究として、個別分散空調システムである可変冷媒流量 (VRF) 方式の

消費エネルギーをシミュレーションソフトであるEnegyPlusを用いてモデリング

し、可変風量(VAV)方式やファンコイル＋外気処理システム(FPFA)方式と比較し

て、VRF方式は他の方式に比べて省エネ効果が期待できるとの結果が得られて

いる3)4)。 
制御においては、蒸発制御と負荷応答制御を組み合わせた独自の制御も開発

されている5)。これは、負荷決定アルゴリズムにて個々の室内機の冷房負荷を判

断し、その結果に基づいて目標蒸発温度を決定する制御である。EnegyPlusを用

いたシミュレーションでは制御によって14%の省エネ効果が示唆された。しかし

ながら、シミュレーションによる検討に終始しており、実際の建物に制御を導入

するには至っていない。 
メーカーの協力のもと、蒸発温度を変更することによる省エネルギー対策を

行った事例もある6)7)が、蒸発温度は固定で設定変更を行っており、自動で変更

することは実現できていない。省エネルギー対策も、潜熱負荷が低い条件に限ら

れており、年間を通じた対策は実現できていない。 
IoT機器と機械学習を用いて、個人の快適度を学習して在室者ごとに応じた個

別環境を提供する自動制御を行っている事例8)もあるが、制御対象としては風速

と設定温度であり、制御目的も省エネルギーではなく、快適性に重点を置いたも

のである。 
国内ではメーカーによる機器制御手法が研究されている9)10)が、新しい圧縮機

の開発や熱交換器の設計など、メーカーによる新機種開発のための研究となっ

ており、設備設計者では実現できない手法である。 
事務所用途ビルにおいて、個別分散空調システムの最適な設計や運用の方向

性を調査した研究がされており11)12)、低負荷や負荷の偏りが運転効率の低下を招

くことが言及されているが、その課題を改善するための具体的な手法までは示

されていない。低負荷となる要因としては、設備が過大に設計される傾向にあり、

これを是正することで運転効率が改善されることが確認されている13)14)。 
一方で、個別分散空調システムには、電力デマンドを抑制することを目的とし

て、機器外部から室外機への指令によって圧縮機の出力制限を行う機能を用意

しているメーカーがある。出力制限は単純な運転・停止ではなく、圧縮機の回転
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数を段階的に抑制することも出来る。出力制限の機能はメーカーが標準的に提

供しているため、これを使用しても保証外となることがない。 
出力制限機能を使用することで、過大な設備容量であっても、低負荷域の効率

の悪い運転を強制的に短くすることが実現できる。この出力制限の機能を活用

して、これまでに個別分散空調システムのうち電気式空気熱源ヒートポンプ（以

下、EHP）に対して、運転効率の良いところで運転させて室外機単体のCOPを向

上させるEHP最適運転制御を開発してきた15)。実際の建物に導入して制御効果を

検証したところ、外気処理機の過剰な運転の防止や、CO2濃度に応じて外気取入

れ量を調整する制御と合わせて導入することで、空調電力消費量は冷房代表日

で 39%，暖房代表日で 47%の削減率を達成できた。 
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1.4 複数の室外機を有する個別分散空調システムに対する自動制御の研究 

EHP最適運転制御によって、メーカーが用意している出力制限段階に限られる

ものの、設備設計者が意図した通りの制御が出来るようになった。しかしながら、

EHP最適運転制御は室外機単体の運転効率向上を目的としており、一つの部屋に

対して複数の室外機・室内機を持つ大空間に個別分散空調システムを導入した

場合については、空調システム全体の運転効率を最大化させる制御とはなって

いない。 
大規模空調空間を対象とした場合、隣接する室内機同士が相互に影響を及ぼ

し合うため、制御が複雑となり、室内温熱環境の悪化やエネルギー消費量の増大

を引き起こす可能性を有している16)17)。 
この課題に対して、将来の室温を予測しながら操作量(空調機の出力)を決定す

るモデル予測制御(Model Predictive Control, 以下 MPC)に関する研究が進められ

ている18)19)20)。MPC では多入出力 (MultipleInput Multiple-Output, 以下 MIMO) 
制御への拡張が容易であり、複数の室内機が設置されている空間での相互の影

響を考慮することができる。このMIMO MPC と機器の稼働を最小限に抑えつつ、

制御目標を達成するスパースモデリングスパースを組み合わせた協調制御も研

究されている21)が、シミュレーションでの検証となっている。  
 また、個別分散空調システムとセントラル方式の空調システムを組み合わせ

て協調制御した研究もある22)。この研究では、空調負荷に応じて、個別分散空調

とセントラル空調に負荷を分散させることで、効率の良い運転を目指すもので

ある。ただし、制御対象はあくまでセントラル空調の送水温度や送水圧力である

ため、個別分散空調システムだけで構成されている場合には適用できない。 
 近年ではメーカーから室外機同士を連携させることで負荷の平準化を達成す

る機種も発売されている23)が、異なる機器特性の室外機を組み合わせた場合、負

荷平準化が運転効率を向上させるとは言えず、汎用性に欠ける。また、メーカー

独自の制御であり、設備設計者による制御も実現できない。 
このような課題から、一つの部屋に異なる機器特性をもつ複数の室外機を持

つ個別分散空調システムに対しては、空調システム全体の運転効率を最大化す

る最適運転制御システムは新規に開発する必要があると考えられる。本研究で

は、既報15)のEHP最適運転制御を応用して開発するEHPシステム全体に対する最

適制御をEHPシステム最適運転制御と呼称し、その開発を行った。 
また、開発した制御を実建物に導入して効果検証も行うことで、実建物への導

入検討、制御ロジックの正しさ、室内環境への影響を検証した。 
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1.5 個別分散空調の性能検証について 

 個別分散空調システムは、その性能を把握するためのさまざまな手法が研究

されてきた 24)25)。熱量測定においては、代表的なものとして、空気エンタルピー

法、並行式室型熱量計測装置法、校正圧縮機法、冷媒エンタルピー法、冷媒凝縮

水法がある。これらの研究により、実測により個別分散空調システムの負荷率や

COP を把握することが出来るようになった。 
 一方で、性能検証やシミュレーションモデルの構築までに留まっている研究

が多く、実測値より得られた性能特性を自動制御に応用するには至っていない。

これは個別分散空調システムで設備設計者が実現できる自動制御の困難さから

くるものであるが、その結果として、実測値から制御パラメータに反映させるた

めの手法も研究されていない。 
今回、EHP システム最適運転制御の制御パラメータを検討するにあたり、制

御対象室外機の性能曲線から、各室外機への最適な負荷配分を行う必要がある。

性能特性は、経年劣化などで変化することが推測されるため、制御パラメータの

更新が必要になると考えられる。このとき、エネルギー管理の人員が不在である

ことを想定して、自動的に制御パラメータを更新できることが望ましい。 
このような背景から、本研究では開発する EHP システム最適運転制御に対し

て、実測により得られた性能特性を自動的に制御パラメータに反映させるため

の手法を検討した。 
また、制御効果を算出するにあたり、検証条件を一致させるために、シミュレ

ーションによる効果検証も行う。このとき、カタログに記載されているJIS試験

から得られる能力と消費電力を入力値として与えた上でパラメータ同定を行っ

ている。しかしながら、EHPについては室内機の種類によって熱交換器の面積が

異なるため、実際の建物に導入されるEHPを対象とし、かつ冷媒の蒸発温度・凝

縮温度が測定されている場合には、現場での実測データとの比較によりパラメ

ータ同定を行う方がより高い再現性が得られるものと考えられる。 
そこで、本研究ではシミュレーションツールの熱交換器モデルを一部改良し

た上で、実際の建物に導入されたEHPの実測値と計算値を比較してシミュレーシ

ョンツールに与えるパラメータの推定を行った。そしてシミュレーションツー

ルを用いて、同一の条件に対するEHPシステム最適運転制御の導入効果の検証を

行うとともに、冷媒の状態に基づくEHPシステム冷房COP向上の要因分析と更な

るEHPシステム冷房COP向上の検討を行った。 
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第2章  
個別分散空調システムの自動最適運転制御の開発 
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2.1 制御対象空調システムの概要 

制御対象とする個別分散空調システムの概要図をFigure 2.1に示す。一つの部

屋に対して、主に外気負荷を処理する全熱交換器付の外気負荷系統EHPと室内負

荷を処理する室内負荷系統EHPの2系統の室外機が接続されている。外気負荷系

統は設定温度が固定（冷房：25℃、暖房：21℃）となっており、室内負荷系統の

設定温度によっては外気負荷系統が過剰に空調熱負荷を処理してしまう問題が

あることが分かっている。このような空調システムの室外機に対して出力制限

を行うことで、外気負荷系統EHPと室内負荷系統EHPの負荷バランスを調整して

運転効率が最適となるように制御する。 

 
Figure 2.1 制御対象空調システム概要図 

 

2.2  制御概要 

2.2.1 システム構成 

 制御を行うためのシステム構成をFigure 2.2に示す。また制御システムの入出

力ポイント一覧をTable 2.1に示す。いずれも制御には不要であるが、検証に必要

なポイントも示している(Table 2.1の*印のポイント)。制御システムは破線で囲っ

た既設の空調システムに後付けで導入可能である。 
室外機の出力制限を行うために、室外機に制御基盤を追加する。制御プログラ

ムは制御PLC(Programmable Logic Controller)にインストールし、制御設定の入力

や制御状態の監視は設定監視用のパソコンで行う。PLCで制御のための計算を行

っているのは、PLCであれば各センサからリアルタイムで計測データを得ること

が可能であり、制御応答性が良いためである。また、最適制御の制御パラメータ

を設定するための計算はPC上で行うことで、PLCの計算負荷を小さくしている。 
制御PLCには制御に必要な入力ポイントとして温度や電力のセンサを接続す

る。また、室内機の情報を取得するために空調制御システムとも接続する。これ

らのセンサやシステムから取得した情報を元に、室外機に対して出力制限（圧縮

T

T

直膨コイル

全熱交換器

外調機制御点

室内機制御点

外気負荷系統 室内負荷系統
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機の回転数の制御）を行う。出力制限は0%，40%，70%，制限無しの4段階で行

うことが出来る。 

 
Figure 2.2 制御システム概要図 

 
Table 2.1 制御システム入出力ポイント一覧 

 

 

PC

T

WhM

空調制御
システム EHP

室外機

制御基盤

リレー

EHP制御線

外気温度

室外機電力

設定監視装置

Ethernet

制御プログラム 設定入力

制御PLC

EHP
室外機

制御基盤TH

室内温湿度

既設設備

入力

入力

出力

機器種別 入出力 ポイント名 内容

発停状態 運転 / 停止

運転モード 冷房/暖房/送風/ドライ/自動

室温(吸込温度) -50.0～100℃

設定温度 15.0～35.0℃

COP* 1時間の平均値，0.0～9.9

定格電流比率 定格電流に対する現在電流比

負荷熱量* 負荷熱量，毎時00分に算出

出力 出力上限値設定 0%，40%，70%，制限なしの4段階

外気温度* 少数一桁

室内温度* 少数一桁

室内湿度 少数一桁,相対湿度

電力・電力量* 少数一桁、室外機ごと

*：制御には不要だが、検証のために取得している。

入力センサ

室内機 入力

室外機
入力
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2.2.2 EHP最適運転制御の概要 

 Figure 2.2に示した制御システムを導入するにあたって、EHPおよび出力制限

の特性を調査する。Figure 2.3に室外機の負荷率とCOPの関係を表す概念図を示

す。 
 Figure 2.3より、EHPは30～60%の負荷率でCOPが高くなる傾向があるため、低

負荷・高負荷の運転時間を減らすことで運転効率を向上することができる。また、

複数台の室外機がある場合は、出力制限によって室外機の負荷率を最適に配分

することで空調システムとしてのCOPを向上できるポテンシャルがあることが

推測される。 

 
Figure 2.3 室外機の負荷率とCOPの概念図 

 
 次に室外機に出力制限を行った時と制限していない時の定格電流比率を

Figure 2.4に示す。グラフは1分間隔で取得したデータを用いた。 
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Figure 2.4 室外機への出力制限時の定格電流比率 

 
 Figure 2.4より、制限なしの時は20%～120%で室外機出力が上下しているのに

対して、出力制限時は指令値とほぼ一致するような運転となっている。8:30～
9:00にかけて指令値を超えているのは、100%の指令値は制限なしを意味するた

めである。一方、9:00～9:45では指令値を下回っている。これは指令値があくま

で室外機出力の上限を設定するだけであり、それ以下での動作は制限しないた

めである。また、15:30等のように出力制限時でも指令値を超えるのは、EHP機器

の保護運転である油戻し運転を行うためである。 
制御応答性を見ると、出力制限の指令を与えてから、1分以内に定格電流比率

が指令値付近に抑制されており、指令に対する室外機の応答性は良い。 
 制御指令に対する良好な応答性から、室外機への負荷容量の最適配分はリア

ルタイムで制御できることがわかった。 
 
2.3 システム最適運転制御 

EHPシステム最適運転制御の基本的な動作は、室内温湿度を監視して、いずれ

かが不足している場合は室外機の出力制限を1段緩める。反対に室内温湿度が過

剰である場合には、室外機の出力制限を1段強める。この出力制限の変更を空調

システム全体の効率が良くなる方の室外機に指令することで実現する。しかし

ながら、個別分散空調システムでは除湿は外気負荷系統と室内負荷系統のどち

らでも可能である一方で、加湿は外気負荷系統でしか出来ないため、冷房と暖房

で制御が異なる。本報では冷房運転の制御を検証したため、冷房時の制御フロー
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を示し、その制御内容について概説する。冷房時の制御フローをFigure 2.5に示

す。また、制御設定値の一覧をTable 2.2に示す。 

 
Figure 2.5 冷房時EHPシステム最適運転制御フロー  

START

①室内温度
が高い

②室内温度
が低い

③室内湿度
が高い

④室内湿度
が低い

⑤負荷率
が低い

YES

YES

YES

YES

YES

No

No

No

No

No

出力上限値を
1段強める

出力制限を
1段緩める

出力上限値を
1段強める

⑥現在負荷に
応じた最適配分

対象室内機の
１台でも

対象室内機の
すべて

対象湿度の
１つでも

対象湿度の
すべて

・室内負荷
系統のみ

・室内負荷
系統のみ

W W W W

W ：効果待ち時間(制限段数変更時）
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Table 2.2 EHPシステム最適運転制御設定値一覧 

 

 

 ①制御を開始すると、運転開始時は設定温度と室内温度が乖離していることが

多く、一時的にCOPの低い高負荷運転となるため、40%に制限した状態から開始

する。その後、高負荷日のように暫くしても温度乖離が大きい場合は、後述する

ように室外機の制限が段階的に解除される。次に、最初に制御対象である室外機

に接続している室内機の設定温度および吸込み温度を取得して式(1)の判定を行

う。 
PVt＞SPt＋Δtc                       ……(１) 

ここに， 
PVt ：室内機吸込み温度           [℃] 
SPt ：室内機設定温度            [℃] 
+Δtc：冷房時設定温度上方偏差        [℃] 

対象室内機のうち1台でも式(1)が成立した場合は、室内温度が高いために室外

機の能力が足りないと判断して室外機の出力制限を1段緩める。室外機の出力制

限を変更するときに、どの室外機に対して指令するかは2.4負荷に応じた最適配

分の方法で行っている。 
 ②次に、制御対象の室内機について式(2)の判定を行う。 

PVt＜SPt－Δtc                       ……(２) 
ここに， 

-Δtc：冷房時設定温度下方偏差        [℃] 
対象室内機のうちすべてで式(2)が成立した場合は、室内温度が低下しており、

室外機の能力が過剰と判断して室外機の出力制限を1段強める。 
 ③式(1)(2)が不成立の場合は、室内温度は適正範囲と判定して、次に室内湿度

の判定を行う。ただし、湿度は室内機からは取得できないため、別途室内に湿度

項目 記号 単位
冷房時 設定温度 偏差 Δtc K
冷房時 設定湿度 偏差 Δhc %
冷房時 設定湿度(RH) SPhc %
容量制御変更 判定待ち時間 T1 s
容量制御変更 効果待ち時間 T2 s
室外機 負荷率下限値設定 limL %
冷房時 負荷熱量 算出パラメータa ca -
冷房時 負荷熱量 算出パラメータb cb -
冷房時 負荷熱量 算出パラメータc cc -
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計を設置する必要がある。また、設定湿度も空調システム側には無いため、制御

システム側で制御設定値を設ける。このセンサから取得した湿度と制御設定値

を用いて、次の式(3)の判定を行う。 
PVh＞SPhc＋Δhc                      ……(３) 

ここに， 
PVh ：室内相対湿度                       [%] 
SPhc ：冷房時 設定湿度                      [%] 
+Δhc：冷房時設定湿度上方偏差                  [%] 

 湿度センサのうち１つでも式(3)が成立した場合は、室内湿度が高すぎるため

に室外機の能力が足りないと判断して室外機の出力制限を1段緩める。 
 ④次に、対象湿度センサについて式(4)の判定を行う。 

PVh＜SPhc－Δhc                      ……(４) 
ここに， 

-Δhc：冷房時設定湿度下方偏差 [%] 
湿度センサのうちすべてで式(4)が成立した場合は、室内湿度が低下しており、

室外機の能力が過剰と判断して室外機の出力制限を1段強める。 
 ⑤式(1)～(4)が不成立の場合は、室内温湿度が適正範囲にあると判定して、次

に室内負荷系統を対象として室外機の負荷率について式(5)の判定を行う。 
PVL＜limL                         ……(５) 

ここに， 
PVL：室外機負荷率                       [%] 
limL：室外機負荷率下限値設定                  [%] 

 式(5)が成立する時、室内負荷系統の室外機はFigure 2.3に示した室外機の性能

曲線から、COPの低い負荷率帯での運転を行っている。そこで、室内負荷系統の

室外機の出力制限を1段強める。 
 外気負荷系統を制限しないのは、低負荷時に外気負荷系統の室外機を0%にま

で制限すると、外気は全熱交換器のみを通過して室内に吹くことになる。この時、

外気が結露する可能性があるためである。 
 式(1)～(5)のすべてが不成立の場合は、負荷に応じた最適配分を行う。この①

～⑤の判定を連続して行うことで、制御を継続する。 
 
2.4 負荷に応じた最適配分の方法 

 Figure 2.5に示した制御フローにある現在負荷に応じた最適配分の方法として、

現在の負荷熱量に応じて最も効率の良くなる出力制限パターンを採用すること

で実現させる。 
最も効率の良くなる出力制限パターンを求めるため、まずはi番目のEHPにつ
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いて、定格電流比率RCから実測負荷熱量Qm,i[kW]を求める。(cai、cbi、cciは予め

取得しておく) 
 Qm,i  = cai RC2+cbiRC+cci                   ……(６) 
なお、ca,i、cb,i、cc,iはi番目のEHPの固有の係数であり、これについては実測よ

りRCに対するQm,iの関係をプロットすることにより求めることが可能である。 
次に、全てのEHPの実測負荷を積算する。 
 ∑ Qm,i

n
i=1                       ……(７) 

各EHPの負荷Qv,iを評価変数、全EHPの消費電力∑ Ehp,i
n
i=1 [kW]を目的関数として、

目的関数を最小化する最小化問題を解く。 
 目的関数 min�∑ Ehp,i

n
i=1 � 

 評価変数 Qv,i 
 制約条件 ∑ Qv,i

n
i=1 = ∑ Qm,i

n
i=1  

また、各EHPの消費電力Ehp,iは以下の手順で計算する。 
① Qv,iと各EHPの定格出力Qrated,iより負荷率RQv,iを求める。 
 RQv,i = Qv,i/Qrated,i                  ……(８) 
② 各EHPのCOPiを負荷率と外気温度Toutの関数として計算する。 

 COPi = 𝑓𝑓�RQ𝑣𝑣,i, Tout�                       ……(９) 

③ Qv,iとCOPiからEhp,iを求める。 
 Ehp,i = Qv,i/COPi                     ……(１０) 
この計算結果から、各EHPの負荷Qv,iを決定して、その設定負荷に合わせた出力

制限を指令する。 
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2.5 冷房期導入効果 

2.5.1 導入建物概要 

 2.に示したEHPシステム最適運転制御を実物件に導入して、その効果を検証す

る。導入する建物の概要をTable 2.3に、制御対象のEHP機器仕様をTable 2.4に示

す。制御対象のEHPは1F事務室を空調している。Figure 2.6に制御対象である1F 
執務室の室内機および温湿度センサの配置図を示す。1F執務室の北側半分が制

御対象となっており、南側は別のEHPが空調するため制御対象外である。室内負

荷系統室内機は7台設置されている。 
 

Table 2.3 導入建物概要 

竣工年 2014年8月 
延床面積 7,337m2（対象範囲 約418.6m2） 
建物階数 地上8階 
建物用途 事務所用途ビル 
空調設備 （室内負荷）EHP方式、天井埋込ダクト接続形 

（外気負荷）直膨コイル付全熱交換器 
 

Table 2.4 制御対象のEHP機器仕様 

 
 

冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房

室内負荷 ACP-1-1 1 69.0 77.5 16.40 20.40 4.21 3.80

外気負荷 ACP-1-3 1 33.5 37.5 8.60 9.37 3.90 4.00

定格COP[-]定格能力[kW] 定格消費電力[kW]
台数系統 記号
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Figure 2.6  1F執務室の制御対象室内機・センサ配置図 

 
Table 2.5 制御システムセンサ種別・精度一覧 

 

  

TH TH

[凡例]

：室内負荷系統室内機

室内機2

室内機3

室内機4

室内機5

室内機6

室内機7

室内機1

TH：外気負荷系統室内機 ：温湿度センサ

測定対象 センサー種別 精度

外気温度 Pt100 ±0.3℃(-20～60℃において)

室外機電流 CT ±1.0%(定格に対して)

室外機電力 CT ±2.0%(定格に対して)

室内温度 Pt100 ±0.3℃(0～60℃において)

室内湿度
高分子容量式
湿度検出素子

±3%RH(30～70%RH 25℃において)
±5%RH(20～80%RH 15～35℃において)

室内機温度 熱電対 サーミスタ



22 
 

2.5.2 検証条件 

 検証条件および制御設定値を与え、制御の効果を検証した。今回は2020年8月
～9月にかけてEHPシステム最適運転制御を有効にした。検証方法として、制御

なし、EHP最適運転制御、EHPシステム最適運転制御の3つのパターンで外気温

度が近い日のCOPを比較した。 
 冷房期の制御設定値としてはTable 2.2が必要となる。Table 2.2のうち、定格電

流比率を負荷に変換するための係数ca・cb・ccを算出するため、2017年6月～9月
の運転データを用いてACP-1-1とACP-1-3のそれぞれで定格電流比率と負荷熱量

の散布図をFigure 2.7のように作成した。なお負荷はコンプレッサーカーブ法26)

によって求めた。 

 
Figure 2.7 冷房期の定格電流比率と負荷熱量の散布図 

 
Figure 2.7では、いずれも上に凸の二次関数として示されることから、定格電

流比率が高いほどCOPが低下して、単位電力で処理できる負荷が小さくなる傾

向が見て取れる。この図より求めた係数ca・cb・ccと今回のTable 2.2の制御設定

値をTable 2.6に示す。 
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Table 2.6 冷房時EHPシステム最適運転制御設定値一覧 

 
 

 次に、ACP-1-1とACP-1-3への負荷が最適配分となるように、2.4に従って設定

負荷を決定する。各EHPの設定負荷を決定するための負荷に対するCOPについて

は、国土交通省から提供されているLCEMツール27)の計算方法により求めた。外

気乾球温度を35℃、室内吸込湿球温度19℃とした場合の各EHPに対するCOPを
Figure 2.8に示す。 
 

 

Figure 2.8 負荷別の各EHPと最適配分のCOP 
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冷房時 設定湿度 上方偏差 +Δhc 5.0 %
冷房時 設定湿度 下方偏差 -Δhc 0.0 %
冷房時 設定湿度(RH) SPhc 55.0 %
容量制御変更 判定待ち時間 T1 60 s
容量制御変更 効果待ち時間 T2 300 s
室外機 負荷率下限値設定 limL 20 %
冷房時 負荷熱量 算出パラメータa(ACP-1-1) ca1 -0.0081 -
冷房時 負荷熱量 算出パラメータb(ACP-1-1) cb1 0.6322 -
冷房時 負荷熱量 算出パラメータc(ACP-1-1) cc1 0.0000 -
冷房時 負荷熱量 算出パラメータa(ACP-1-3) ca2 -0.0016 -
冷房時 負荷熱量 算出パラメータb(ACP-1-3) cb2 0.3772 -
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 Figure 2.8より、負荷30kWのACP-1-3や60kWのACP-1-1といったEHP単体でみ

るとCOPが低下する負荷でも、最適配分によりCOPの向上が見込まれる。 
この最適配分の計算結果をもとに合計負荷に応じた室外機への負荷分配指令

を行う。室外機への指令はTable 2.1に示したように0%、40%、70%、制限なしの

4段階であるため、最適配分は各室外機への出力制限を変更するタイミングで行

うこととした。室外機に指令する負荷配分をFigure 2.9とTable 2.7に示す。 
 Figure 2.9は横軸に負荷の合計を示しており、①～⑫はACP-1-1とACP-1-3への

出力制限パターンが切り替わるタイミングを示している。また、Table 2.7には出

力制限パターン別にACP-1-とACP-1-3に与える出力制限を整理した。ただし、こ

れは湿度が十分に低く、外気負荷系統の運転の必要がない場合に適用する。また、

湿度が高い場合はFigure 2.5の制御フローより、湿度が低下するまで室外機の制

限を解除する。 



 
Figure 2.9 負荷率帯別の室外機への指令パターンと負荷率 
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Table 2.7 出力制限パターン別室外機への指令値一覧 

 

 

出力制限
パターン

負荷
ACP-1-1
への指令

ACP-1-3
への指令

① 0～6.5kW 0% 0%
② 6.5～13.5kW 0% 40%
③ 13.5～22.5kW 0% 70%
④ 22.5～27.5kW 40% 0%
⑤ 27.5～48kW 70% 0%
⑥ 48～52kW 制限なし 0%
⑦ 52～57.5kW 70% 70%
⑧ 57.5～61kW 40% 制限なし

⑨ 61～70.5kW 70% 制限なし

⑩ 70.5～82.5kW 制限なし 40%
⑪ 82.5～92.5kW 制限なし 70%
⑫ 92.5kW～ 制限なし 制限なし



2.5.3 制御動作および室内環境の検証 

制御を導入することで、室内環境にどのような影響があるのか調べるため、代

表日の室内温湿度を確認した。 
代表日として制御期間中で最も外気温度の高かった2020年8月18日を選択し

た。Figure 2.10に室外機の挙動と室内側の温湿度推移を示す。温度は室内機が複

数あるため、最高・平均・最低を示す。 
Figure 2.10より、ACP-1-1は朝の立ち上がりで100%近い定格電流比率となった

後は、70%と40%を繰り返しながら運転している。ACP-1-3は午前中では停止し

ている時間が長いが、室内湿度が上昇してきた午後以降では70%～100%で短時

間運転を行っている。 
この時の温度は、設定温度26℃よりも常に下回っていることが分かる。一方で

湿度は昼間以降に68%まで上昇しており、制御幅である55～60%の範囲内に下が

ると再び上昇することを繰り返している。この原因は、Figure 2.5の制御フロー

で示したように温度条件を湿度条件よりも優先しており、代表日における運転

条件は温度条件の成立・不成立で制御されていたため、湿度の考慮がされなかっ

たためである。 
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Figure 2.10 2020年8月18日の室内環境推移 

 
 この結果から、制御としては意図通りの動きであること、室内温度が空調時は

23～26℃の範囲で収まっていることから、室内環境に悪影響は与えていないと

考えられる。 
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2.5.4 導入効果 

 2020年6月1日(月)にEHPシステム最適運転制御を導入して、9月17日(木)まで制

御を動作させた。比較対象として、制御無効日の2015年7月～9月と、EHP最適運

転制御期間のデータとして2017年7月24日～2017年8月31日のデータを使用した。

日別の制御結果として、外気温度の日平均値、各ACPの負荷熱量、EHPの平均COP
をFigure 2.11～Figure 2.13に示す。なお、ここでの平均COPはACP-1-1とACP-1-3
の負荷熱量の合計値を電力消費量の合計値で割り戻した値（システムCOP）を使

用した。まず、制御無効期間のFigure 2.11において、外気負荷系統のACP-1-3は
設定温度が25℃固定であるため、室内設定温度次第で過剰に熱処理することに

なり、ACP-1-3の負荷熱量が大きくなった。一方、Figure 2.12のEHP最適運転制御

期間では制御無効期間と比較するとACP-1-3の負荷熱量の割合が低下し、ACP-1-
1の負荷熱量割合が増加していることが伺える。更にFigure 2.13のEHPシステム

最適運転制御の期間ではACP-1-1の負荷熱量割合が増加しており、Figure 2.8およ

びFigure 2.9に示される20～60 kWの負荷条件でACP-1-1の運転を優先させるシス

テム最適運転制御によって配分が変わったことが分かる。室内環境に関しては、

湿度上昇に応じて外気負荷系統の出力制限を緩める動作が働いたことで、検証

期間の室内湿度はすべて50～70%の範囲であった。 

 
Figure 2.11 2015年7～9月の制御無効日の結果 
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Figure 2.12 2017年7～8月のEHP最適運転制御結果 

 

 
Figure 2.13 2020年7～8月のEHPシステム最適運転制御結果 

 

また、COPの変化を確認するために、外気温度や負荷熱量の近い代表日を選択

し、電力量、負荷熱量、COPをTable 2.8のように比較した。Table 2.8より、EHP
システム最適運転制御は、制御無効、EHP最適運転制御と比較してシステムCOP
が向上する結果が得られ、その向上率はそれぞれ約13%、3％となった。ただし、

電力量で比較すると、EHPシステム最適運転制御はEHP最適運転制御よりも増加

する結果となった。これは、外気湿度によるものと考えられる。実測では同じ気
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象条件・運用条件の設定は困難なため、同一条件での導入効果の評価はシミュレ

ーションによって示す。 
 

Table 2.8 代表日における制御結果 

 

  

項目 2015/7/24 2017/8/14 2020/7/28

制御条件*1 無効 Opt SysOpt

外気温度平均[℃] 30.0 30.7 30.5

外気湿度平均[％]*2 61.3 57.6 70.5

室内温度平均[℃] 24.6 24.5 24.6

室内湿度平均[％] 53.5 55.0 60.9

ACP-1-1_電力量[kWh] 27.0 23.3 34.0

ACP-1-3_電力量[kWh] 51.1 30.5 22.6

ACP-1-1 負荷熱量[kWh] 99.0 88.3 158.5

ACP-1-3 負荷熱量[kWh] 187.8 128.7 77.1

ACP-1-1 COP[-] 3.67 3.79 4.66

ACP-1-3 COP[-] 3.67 4.22 3.41

システムCOP[-] 3.67 4.03 4.16

COP向上率(無効比) - 10% 13%

*1 Opt：EHP最適運転制御、SysOpt：EHPシステム最適運転制御

*2 気象庁のデータを使用
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 最後に各ACPの実測COPを検証した。EHPシステム最適運転制御期間における

ACP-1-1とACP-1-3の時刻別COP散布図をFigure 2.14に示す。全体的にACP-1-1は
ACP-1-3よりもCOPが高く、EHPシステム最適運転制御は、負荷熱量22.5～52kW
の範囲内でAC1-3の運転を強制的に停止し、効率の悪い低負荷運転を減らしたこ

とに加え、効率の良いACP-1-1の運転を増やしたことでシステムCOPが向上した

と考えられる。 
一方で、負荷熱量10kWから20kWでもACP-1-1はACP-1-3よりもCOPが良い傾

向となっており、LCEMツールで求めた性能曲線とは異なる傾向を示している。

この結果から計測データをもとにCOPの近似曲線を作成し、Table 2.7の制御指令

を再設定する事ができれば、さらなる効率の向上が期待できる事が示唆された。 

 
Figure 2.14 室外機別の負荷熱量とCOPの散布図 
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2.6 まとめ 

以下に本章におけるまとめを示す。 
1) 一つの部屋に対し、複数の室外機を用いて空調を行う個別分散空調シス

テムに対して、空調システム全体の運転効率を最大化させる EHP シス

テム最適運転制御を開発した。 
 

2) 開発した制御を実際の建物に導入して、制御動作や室内環境の検証を行

った。制御動作は想定した制御をよく再現していることを確認した。ま

た、室内環境は EHP システム最適運転制御を導入しても環境の悪化は

見られず、空調時間帯は室温 23～26℃、湿度 50～70%の範囲に収まっ

ていた。 
 

3) EHP システム最適運転制御の導入時におけるシステム COP を、制御な

し、EHP 最適運転制御の導入時と比較すると、それぞれ 13％、3％向上

しており、本システムの導入効果を確認することができた。 
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第3章  
実測に基づく性能曲線の自動更新 
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3.1 背景 

第 2 章では、複数の室外機が同じ空間を空調している場合に、その室外機の

負荷配分を最適にするシステム最適運転制御を開発した。制御は意図した通り

に動作し、COP の向上効果も見られた一方で、LCEM ツールにて描いた性能曲

線と実測値では乖離が見られた。 
COP は外気温度や配管長、機器の劣化など様々な要因で変動することから、

実測値を基に制御パラメータを決定することが望ましい。一方で、既往の研究で

は、個別分散空調システムの性能評価やシミュレーションモデル構築のために、

性能曲線を描くものが多くみられる 28),29)。その他にも、性能曲線を基にした最

適制御も考えられている 30)。しかし、いずれも性能曲線を自動で描くためのデ

ータの前処理部分には着目しておらず、日々更新される最新データへの対応方

法には言及されていない。 
そこで本章では、最新の実測値に基づき性能曲線をリアルタイムに更新し、そ

の性能曲線に基づいて EHP システム最適運転制御の制御パラメータを更新する

手法を開発した。 
 

3.2 性能曲線の作成方法 

3.2.1 データ項目と外気温度補正 

性能曲線を自動更新するために必要なデータ項目を Table 3.1 に示す。COP に

影響を与えるものとして、外気温度も計測する。 
 

Table 3.1 性能曲線のためのデータ 
計測データ 単位 精度・手法 
外気温度 ℃ Pt100、熱電対等 
処理熱量 kWh コンプレッサーカーブ法 5)等 
室外機電力量 kWh CT、電力量ロガー 
COP - 処理熱量÷室外機電力量 
負荷率 % 処理熱量÷定格能力 

 
性能曲線に必要となるのは、ある一定の外気温度における負荷率 0～100%に

分布した COP のデータである。本研究では、一定の外気温度として、JIS 規格が

定める冷房外気温度 35℃、暖房外気温度 12℃を用いる。また、室内吸込湿球温

度は 19℃とする。 
一方で、一般的な建物の場合、冷房運転時に外気温度が高くなると負荷率も上

昇するため、35℃の外気温度において負荷率 0～100%のデータを得るためには、

各外気温度における入力比補正係数が必要となる。国土交通省から提供されて

いる LCEM ツール 26)に設定されている入力比補正係数を Figure 3.1 に示す。今
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回は、この係数を用いることとした。 

 
Figure 3.1 外気温度による入力比補正係数 

 

3.2.2 性能曲線の作成に用いるデータ期間 

データ期間としては、あまりに過去データまで参照すると、機器劣化前のデー

タが含まれてしまう。また、低負荷から高負荷までの負荷特性を把握するため、

標準的な事務所用途ビルでは冷房・暖房の１シーズンが必要である。これらの事

から、負荷特性を捉えるためのデータ期間は直近の過去 1 年間が望ましいと考

えた。 
 
3.2.3 データ処理 

(1) データ処理フロー 

 性能曲線を描くためのデータは、異常値や欠損値が含まれていると正しい性

能曲線を描くことが出来なくなる。そこで今回は、Figure 4.2 に示すデータ処理

フローにて、元データを処理する。 
それぞれの処理ステップの詳細は後述するが、自動的に性能曲線を描くため

に、一定の制約を設けてソフトウェアで処理できる内容とした。 
 
(2) 異常値除外 

実測データには異常値が含まれる場合がある。発生要因は計測機器異常、セン

サ異常といったデータを保存するシステム側に起因するものや、EHP の故障に

起因するもの、人の活動によって特異な運転条件となる場合などが考えられる。
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異常値を含めたまま性能曲線を描くと誤った

最適化パラメータとなってしまう。この対応と

して、Ⓐロバスト推定により異常値を含んだま

まで近似式を得るか、Ⓑ異常値を検出して除外

するか、Ⓒ異常値を正常値から補完するかとい

った手法を採用することができる。 
ⒶやⒸの手法は、サンプルデータ数が少ない

場合に用いられることが多いが、今回は 1 年間

のデータ期間を前提条件としているため、デー

タ量は比較的多い。そこでⒷの異常値を除外し

たデータを用いて性能曲線を描く方法を採用

する。異常値の除外には、①物理特性による異

常値除外と②統計的手法による異常値除外の 2

通りが考えられる。それぞれの検出方法をまと

める。 

 

①物理特性による異常値除外 

 物理特性による異常値除外は、物理的に通常

では取りえない計測値となった場合に、閾値に

よってそれを検出して除外する手法である。 
物理量による異常値は、センサ誤差や計測装

置の異常、演算値の場合は演算に用いたデータの時間誤差等によって発生する

可能性がある。Table 3.1 の計測データに対して用いた閾値の設定例を Table 3.2
にまとめる。 

 
Table 3.2 物理特性による異常値の検出閾値 

No. データ種別 閾値 
1 外気温度 -30℃以下、60℃以上は除外 
2 処理熱量 マイナス値は除外 

定格能力の 1.5 倍値以上は除外 
3 室外機電力量 マイナス値は除外 

定格能力の 1.5 倍値以上は除外 
4 COP マイナス値、15 以上は除外 

 
②統計的手法による異常値除外 

 統計的手法による異常値除外は、計測データを集めたデータ群に対して基準

START

物理特性による

異常値除外

統計的手法による

異常値除外

欠損値の処理

END

性能曲線の描写

Figure 3.2 データ処理フロー 



38 
 

値を定め、その基準値から離れた数値を異常値として検出して除外する手法で

ある。 
Table 3.3 に示すように、異常値が単変量か多変量か、ロバストかどうかによっ

て様々な検出方法がある 31)。ロバストとは、異常値があった場合に、その値が

異常値検出の基準値に影響を与えないことを意味する。 
 今回は負荷率と COP の多変量ではあるが、ロバストかそうでないかは計測値

を見て判断する。 
 

Table 3.3 統計的手法による異常値の検出方法 

No. 異常値の分類 検出方法 
1 単変量・ロバストでない 標準平均と標準偏差等 
2 単変量・ロバスト 四分位数による方法等 
3 多変量・ロバストでない マハラノビス距離による方

法 32)等 
4 多変量・ロバスト MSD 法 31)等 

  
(3) 欠損値の処理 

実測データの中には、データが計測できていない欠損値も存在することがあ

る。欠損値の検出自体は、数値がないことを確認できれば良いので容易であるが、

欠測値の処理方法はデータ内容によって異なる。例えば、外気温度が欠損してい

る場合は、短時間であれば、温度が急変することは少ないため、線形補間するこ

とにより、比較的妥当な値が得られると考えられる。一方で、処理熱量と電力量

は、その時の EHP の使用状況によっては急変する可能性があるため、今回は欠

損値のままデータとして使用しないこととする。もしデータ数が不足する場合

には、外気温度や時間帯等によって類推することを検討する必要がある。 
 また、実測データでは性能曲線を描くための低負荷から高負荷にかけてのデ

ータが集まらないことがある。この時、データが集まらなかった負荷率帯は

LCEM と同じ傾向を示すものと想定し、COP は実測値から得られる性能曲線と

LCEM の性能曲線が連続となるように、LCEM の COP を上下に推移させて、実

測による COP と LCEM の COP が近似となるように調整した。 
 
(4) 性能曲線の描写 

 異常値と欠損値を除外したデータを用いて、負荷率と COPの性能曲線を描く。 
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3.3 実物件への適用 

3.3.1 実測データの確認 

2020 年 6 月 1 日～9 月 30 日の 1 時間毎のデータを用いて、外気温度補正を行

った後に、性能曲線は多項式近似を用いて作成する。作成した性能曲線を Figure 
3.3、Figure 3.4 に示す。図より、負荷率 0%～40%付近にかけて、COP がデータ

群から下側に外れているデータがみられる。低負荷でよく見られることから、1
時間の中で EHP が発停した時のデータが含まれたことで、連続動作時と比べて

COP が低く計測された可能性がある。 

 
Figure 3.3 ACP-1-1 性能曲線（実測値） 

 
Figure 3.4 ACP-1-3 性能曲線（実測値） 
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 負荷配分のための性能曲線を描くうえでは、連続的に EHP が運転しているデ

ータのみに条件を揃えることが望ましいため、今回はこの低負荷の COP が低い

データを異常値として除外することとした。 
COP が低い外れ値は比較的データ数も多く、発停以外のデータも含まれてい

るため、これらの外れ値をすべて除外するのではなく、外れ値も考慮した異常値

検出が望ましいと考えられた。また、性能曲線の負荷率と COP の関係は相関関

係にある。そのため、多変量かつロバストではない異常値検出の手法として様々

な異常値検出に用いられている 33),34)マハラノビス距離 32)による方法をとること

とした。 
ただし、マハラノビス距離は、相関関係があると基準値に対して楕円を描き、

その円から外れた値を異常値として除外する。性能曲線の形は 1 つの楕円では

曲線全体が当てはまらないため、データを負荷率 10%ごとの負荷率帯に分けて、

マハラノビス距離を求めることとした。負荷率で区分したマハラノビス距離の

求め方を Figure 3.5 に示す。 
 

 
Figure 3.5 マハラノビス距離の負荷率別算出イメージ 

 
マハラノビス距離ごとのヒストグラムを Figure 3.6、Figure 3.7 に示す。ヒスト

グラムから、マラノビス距離が大きくデータ数も少ないデータは、データ群から

外れた異常値であるものと判断して、ACP-1-1 ではマハラノビス距離が 2.3 以上

を、ACP-1-3 では 2.2 以上を異常値として除外した。 
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Figure 3.6 ACP-1-1 のマハラノビス距離ヒストグラム 

 

 
Figure 3.7 ACP-1-3 のマハラノビス距離ヒストグラム 
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実測値では負荷率 60%前後までのデータしか得られず、高負荷帯の実測値が

不足している。そこで、前述したように、高負荷率帯では LCEM の性能曲線と

同じ傾向を示すものと想定して、COP が連続となるようにグラフを補完した。 

物理特性による異常値除外と統計的手法による異常値除外、欠損値処理を行

った後の性能曲線を Figure 3.8、Figure 3.9 に示す。 
ACP-1-1、ACP-1-3 ともに Figure 3.3、Figure 3.4 に示した同一負荷でありなが

ら COP が低いデータをある程度除外することが出来ている。この性能曲線を用

いて EHP システム最適運転制御の制御パラメータを算出する。 
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Figure 3.8 ACP-1-1 性能曲線（データ処理後） 

 

 
Figure 3.9 ACP-1-3 性能曲線（データ処理後） 
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3.3.2 制御パラメータの設定 

3.3.1 で求めた性能曲線を基に、EHP システム最適運転制御の制御パラメータ

を算出する。制御パラメータは、Figure 2.9 や Table 2.7 を算出した時と同じ手法

で、負荷に応じた最適配分を計算した。なお、この制御パラメータは Figure 3.8、
Figure 3.9 に示した性能曲線の近似式があれば、負荷に対する消費電力が最小と

なる最適化式を解くことで求められるため、性能曲線から制御パラメータの算

出まで自動処理が可能である。 
算出した結果をエラー! 参照元が見つかりません。、また、それをもとに演算

した EHP システムの運転を Table 3.4 に示す。実測に基づく性能曲線では、負荷

率による COP の入れ替わりが Figure 2.9 より少なくなった。なお、図中の負荷

率 61kW の箇所に⑤’で示す点線を入れている。この負荷率は、ACP-1-1 に 70%、

ACP-1-3 に制限なしの指令を与えるタイミングであるが、前後の 60kW や 62kW
はそれぞれの室外機に 70%の指令値を与えることで達成できるため、室外機へ

の頻繁な制御指令の変更を避けるために、このタイミングでの APC-1-3 への指

令は行わないこととした。



 
Figure 3.10 負荷率帯別の室外機への指令パターンと負荷率 
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Table 3.4 出力制限パターン別室外機への指令値一覧 

 
  

出力制限
パターン

負荷
ACP-1-1
への指令

ACP-1-3
への指令

① 0～11kW 0% 40%
② 11～28kW 40% 0%
③ 28～35kW 70% 0%
④ 35～48kW 70% 40%
⑤ 48～64kW 70% 70%
⑥ 64～81kW 制限なし 70%
⑦ 81kW～ 制限なし 制限なし



47 
 

3.4 更新パラメータによるシミュレーション 

 実測により更新した性能曲線からなる制御パラメータにて、EHP システム最

適運転制御を行った 2020 年 7 月 28 日と同じ負荷熱量を処理した時の電力量と

COP を Table 3.5 に示す。今回は室外機単独で負荷を最適配分するシミュレーシ

ョンを行った。 
 シミュレーション結果から、COP が高い傾向を示す ACP-1-1 に負荷を偏らせ

ることで、EHP システム最適運転制御からシステム COP をさらに 3%向上させ

ることが出来た。ただし、シミュレーションモデルに室内機は含めていないため、

外気を処理する ACP-1-3 の負荷を減らすことで、室内環境のうち、湿度には何

らかの影響があるものと考えられる。制御条件としては、湿度が変動した場合も

考慮しているため、今回のシミュレーション結果と実建物で制御した結果で差

異が出る可能性はある。 
 

Table 3.5 制御条件別最適運転制御効果 

 
  

項目 2015/7/24 2017/8/17

制御条件*1 無効 Opt SysOpt SysOptSim

外気温度平均[℃] 30.0 30.7 30.5 -

外気湿度平均[％]*2 61.3 57.6 70.5 -

室内温度平均[℃] 24.6 24.5 24.6 -
室内湿度平均[％] 53.5 55.0 60.9 -
ACP-1-1_電力量[kWh] 27.0 23.3 34.0 48.6
ACP-1-3_電力量[kWh] 51.1 30.5 22.6 6.9
ACP-1-1 負荷熱量[kWh] 99.0 88.3 158.5 207.6
ACP-1-3 負荷熱量[kWh] 187.8 128.7 77.1 28.0
ACP-1-1 COP[-] 3.67 3.79 4.66 4.27
ACP-1-3 COP[-] 3.67 4.22 3.41 4.06
システムCOP[-] 3.67 4.03 4.16 4.25
COP向上率(無効比) - 10% 13% 16%

*Opt：EHP最適運転制御、SysOpt：EHPシステム最適運転制御
*2 気象庁のデータを使用

2020/7/28
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3.5 まとめ 

 以下に本章のまとめを示す。 
1) 実測値を用いて、室外機の性能曲線を自動で更新する手法を開発した。

この手法の特徴として、異常値を除外するための物理特性と統計的手法

を組み合わせて、データのクレンジングの自動化を図っている点にある。 
 

2) 実測値のパラメータを用いて、描いた性能曲線を用いて、EHP システム

最適運転制御のシミュレーションを行ったところ、システム COP が 3%
改善する結果が得られた。 

 
今後は、実際に EHP システム最適運転制御が導入されている地点に性能曲線

自動更新の仕組みを導入し、常に最適な制御パラメータに更新されるように図

っていきたい。 
また、今回は性能曲線の自動更新にのみ用いたが、長期的なデータ処理によっ

て、当初の性能曲線からの乖離をもって故障検知や機器劣化による更新タイミ

ングの検討等にも活用していきたい。 
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第4章  
複数室外機を有する個別分散空調システムの最適

制御のCOP向上効果検証シミュレーション 
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4.1 背景 

第2章で開発したEHPシステム最適運転制御は、制御の対象となるEHPの電流

(定格電流比率)の計測値から負荷を推測し、対象となる全てのEHPの合計負荷に

対して、EHPシステムCOPが最大となるような各EHPの負荷分配を決定し、その

負荷に応じてEHPの出力制御(圧縮機の回転数制御)を行う。2.5ではその運転制御

と制御の導入によるEHPシステム冷房COP向上効果を検証したが、異なる期間に

計測を行った従来制御との比較によるものであったため、EHPシステムCOP向上

効果を定量化するには同一の条件に対する比較を行った方が望ましいと言える。 
一方で、冷凍サイクルを考慮したヒートポンプ空調システムのシミュレーシ

ョンツールの開発を行ってきた 35)。本ツールの特長として、室内機の負荷の偏

りを考慮した冷媒の蒸発・凝縮温度の計算が可能である上に、年間性能予測に対

応できる高速計算が可能であることが挙げられる。本ツールは個別分散空調シ

ステムへの適用も可能であり、本ツールを活用することで、同一の条件に対する

EHP システム最適運転制御の EHP システム COP 向上効果の定量化が可能にな

る。 
物理モデルを考慮したEHPのシミュレーションについては動特性にも対応可

能な精緻なシミュレーションと、年間計算に対応可能な計算速度を持たせるた

めに冷凍サイクルの計算を簡略化したシミュレーションに大別される36)。前者と

しては、Zhuら37)、Matsumotoら38)のシミュレーションが挙げられ、後者としては

Hongら39)、Zhangら40)、Togashiら29)のシミュレーションが代表的である。このう

ちZhangら28)、Togashiら29)は試験室で実施されたEHPの性能試験から得られる消

費電力とシミュレーションの結果の比較を行っており、その結果からシミュレ

ーションの再現性を確認している。また、Togashiら41)はEHP については熱交換

器の面積や圧縮機の効率などのシミュレーションに必要なパラメータを入手す

ることが難しいため、カタログに記載されているJIS試験から得られる能力と消

費電力を入力値として与えた上でパラメータ同定を行っている。しかしながら、

EHPについては室内機の種類によって熱交換器の面積が異なるため、実際の建物

に導入されるEHPを対象とし、かつ冷媒の蒸発温度・凝縮温度が測定されている

場合には、現場での実測データとの比較によりパラメータ同定を行う方がより

高い再現性が得られるものと考えられる。 
この章ではシミュレーションツールの熱交換器モデルを一部改良した上で、

実際の建物に導入されたEHPの実測値と計算値を比較してシミュレーションツ

ールに与えるパラメータの推定を行った。そしてシミュレーションツールを用

いて、同一の条件に対するEHPシステム最適運転制御の導入効果の検証を行うと

ともに、冷媒の状態に基づくEHPシステム冷房COP向上の要因分析と更なるEHP
システム冷房COP向上の検討を行った。 
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4.2 シミュレーションツールの概要 

4.2.1 シミュレーションツールの概要 

本研究で用いたシミュレーションツールの系統図をFigure 4.1に示す。凝縮器、

蒸発器、膨張弁、圧縮機などの各部位の物理モデルを組み合わせて計算を行い、

最終的に圧縮機消費電力やCOPを算出する。蒸発器、凝縮器内の熱貫流率を一定

とする、また冷媒の物性値を一部簡略化するなどして計算負荷を減らし、高速計

算が可能となっている。シミュレーションツールの詳細については既報23)を参照

されたい。 

 
Figure 4.1 ヒートポンプ機器の冷房時系統図および計算点 

 

記号 

A：面積             [m2] 

K：熱貫流率          [W/(m2・K)] 

p：圧力            [Pa] 

Q：熱量            [W] 

T：温度              [oC] 

WSF：濡れ面係数            [-] 
添え字 

a：空気 

eva：蒸発 

h：高圧側 

四方弁

蒸発器

膨張弁

圧縮機
凝縮器

膨張弁

ph pl

蒸発器 Teva 

室内機 室内機

室外機

熱量 Qeva

面積A
熱貫流率K

Ta-in 

Ta-out
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l：低圧側 

-in：入口 

-out：出口 

DB：乾球(温度) 

WB：湿球(温度) 

 
4.3 シミュレーションツールの熱交換器モデルの改良 

シミュレーションツール内の冷媒温度の算出方法について改良を行った。従

来の蒸発器の熱量の計算式および冷媒の蒸発温度の算出式は下記(1)、(2)の式に

て示される2)。 
𝑄𝑄𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑇𝑇𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 − 𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑊𝑊𝑊𝑊�          (1) 

𝑇𝑇𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑊𝑊𝑊𝑊 + 𝑄𝑄𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒
𝐾𝐾𝐾𝐾

          (2) 

しかし、この計算モデルでは除湿による潜熱の影響が考慮されておらず、冷房時

の状態を再現する上で不十分であった。そこで、濡れ面係数法42）に基づいて計

算モデルの改良を行った。また冷媒と外側空気の温度差は対数平均温度差を用

いて表すことにした。改良後の蒸発器の熱量の計算式を下記(3)、(4)に、蒸発温

度の算出式を(5)に示す。 

𝑄𝑄𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝐾𝐾𝐾𝐾 × 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 × 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑           (3) 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐷𝐷𝐷𝐷−𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜,𝐷𝐷𝐷𝐷

ln�(𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐷𝐷𝐷𝐷−𝑇𝑇𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)
(𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜,𝐷𝐷𝐷𝐷−𝑇𝑇𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)� �

        (4) 

 𝑇𝑇𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 

exp�
�𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐷𝐷𝐷𝐷−𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜,𝐷𝐷𝐷𝐷�×𝐾𝐾𝐾𝐾×𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊

𝑄𝑄𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒
�×𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜,𝐷𝐷𝐷𝐷−𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐷𝐷𝐷𝐷

exp�
�𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐷𝐷𝐷𝐷−𝑇𝑇𝑎𝑎−𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜,𝐷𝐷𝐷𝐷�×𝐾𝐾𝐾𝐾×𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊

𝑄𝑄𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒
�−1

       (5) 

 
4.4 シミュレーションのパラメータ推定 

4.4.1 対象システムの概要およびシミュレーションの計算条件 

シミュレーションの対象となるEHPシステムが導入されている建物の概要を

Table 5.1に示す。また、シミュレーションツールに与えるパラメータを推定する

ためのシミュレーションの対象となるEHP機器仕様をTable 5.2に示す。EHPシス

テム最適運転制御が導入されているEHPは2.5.1で述べた通り1Fであるが、冷媒

の蒸発温度や凝縮温度の計測を実施しているEHPは5Fに設置されているため、

ここでは5FのEHP(ACP-5-1)を対象とした。Figure 5.2にシミュレーションの対象

である5F 執務室の室内機の配置を示す。 
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Table 4.1 導入対象建物の概要 

 

 

Table 4.2 シミュレーション対象の EHP 機器仕様 

 

 

 
Figure 4.2 5F 執務室の室内機の配置 

建設地 大阪府堺市堺区

敷地面積 3,245 m2
建築面積 1,029 m2
延床面積 7,338 m2
建物階数 地上8階
建物用途 事務所

記号 機器
階
数

系統
(対象負荷)

台
数

定格能力
[kW]

定格消費電力
[kW]

冷房 暖房 冷房 暖房

ACP-5-1 室外機

5 室内負荷

1 45.0 50.0 10.5 12.7
ACP-5-1a

室内機

1 5.6 6.3 0.15 0.13
ACP-5-1b 1 5.6 6.3 0.15 0.13
ACP-5-1c 3 11.2 12.5 0.21 0.20
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2018年7月19日から9月30日までの冷房期間における実測値と計算値を比較し

てシミュレーションのパラメータとして必要となる熱交換器KA値の推定を実

施した。検証項目と計測項目はTable 4.3に示す通りである。計算の条件として与

える外気温度と外気絶対湿度の代表期間(2018年7月19日～7月26日)の実測値を

エラー! 参照元が見つかりません。に、各室内機の吸込温度と室内絶対湿度の

代表期間の実測値をエラー! 参照元が見つかりません。に示す。各室内機の絶対

湿度は室内絶対湿度を与えることとした。また、エラー! 参照元が見つかりませ

ん。から昼間の冷房運転時間帯でも室内機ACP-5-1aとACP-5-1bの温度は低下し

ておらず、あまり運転されていないことが伺えた。更に、室内機の運転状態を調

べたところ、ACP-5-1c③とACP-5-1c②に比べてACP-5-1a、ACP-5-1b、ACP-5-1c
①の運転時間が短いことが分かった。そこで、実測で得られた室外機の負荷に対

して、Figure 4.5に示すようにACP-5-1c③とACP-5-1c②に優先的に負荷を分配し

た上で、残りの負荷を残り3台の室内機に対し、室内機の容量に応じて負荷を按

分した注1。 

 

Table 4.3 検証項目と計測項目 

 

 

 

Figure 4.3 代表期間の外気温度と絶対湿度 

検証項目
計測項目：計測機器
(測定点は図-1参照) 計測精度

蒸発温度 圧力：圧力センサー
計測精度± 0.034 MPa

凝縮温度 （ph、plにより蒸発・凝縮温度を推定）

室外機消費電力
電力：電流測定CT

+電力モニタ

計測精度± 1.0 %（CT）
計測精度± 2.0 %
（電力モニタ）

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

10

15

20

25

30

35

40

7/19 7/20 7/21 7/22 7/23 7/24 7/25 7/26

絶
対

湿
度

[k
g/

kg
(D

A
)]

温
度

[℃
]

外気温度

外気絶対湿度



55 
 

 

 
 

 

Figure 4.5 代表期間の室内機冷房負荷 
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Figure 4.4 代表期間の室内機吸込温度と室内絶対湿度 
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熱交換器KA値は既報35)の値を参考にパラメータを調整して、冷媒の凝縮・蒸

発温度をよく再現できる時の値を推定値とした。Table 4.4に室外機・室内機の計

算条件を示す。圧縮機の効率は既報23)と同じ値を与えて計算を行った。 
 

Table 4.4 室外機・室内機の計算条件 

 
 

4.4.2 計算結果および考察 

Figure 5.6に代表期間における冷媒の蒸発温度・凝縮温度の計算値と実測値の

比較を示す。Figure 5.6より凝縮温度については計算値が実測値をよく再現でき

ていることが確認できた。一方で、蒸発温度については実測値と計算値に乖離が

見られた。Figure 5.7に負荷率に対する冷媒の蒸発温度の計算値と実測値を示す。

この結果から実測値は低負荷条件にもかかわらず、蒸発温度を下げる運転が行

われていることが示唆された。低負荷条件で蒸発温度を下げる運転が行われる

理由としては、発停運転が行われている事や、除湿のため室内機が低い蒸発温度

を要求している事等が挙げられる。また、Figure 4.8に負荷率に対する室外機消

費電力の計算値と実測値を示す。実測値は計算値と比較するとばらつきがある

ものの、傾向は良く一致している。Table 4.5に2018年7月19日から9月30日までの

冷房負荷、室外機消費電力量の計算値と実測値を示す。計算値と実測値の誤差は

4%となり、蒸発温度に乖離が見られるものの計算値は実測値を概ね再現できる

ことが確認でき、これによりシミュレーションのパラメータとして熱交換器KA
値が推定できた。 

室外機
ACP5-1

圧縮機 機械効率 [-] 0.75

ファン
定格風量 [m3/min] 436

定格消費電力 [W] 1040
熱交換器 KA値 [W/K] 17.7

室内機
ACP5-1a

熱交換器 KA値 [W/K]
0.17

ACP5-1b 0.17
ACP5-1b 0.34
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また、蒸発温度の計算式を(2)式から(5)式に変更する前(改良前)のシミュレー

ションとの比較を行ったところ、改良前は蒸発温度が平均で1.0℃低く、室外機

消費電力量は更に約2.0%増大する結果となった。 

 
Figure 4.6 代表期間の冷媒蒸発温度・凝縮温度の比較 

 
Figure 4.7 蒸発温度の計算値と実測値の比較 
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Figure 4.8 室外機消費電力の計算値と実測値の比較 

 
Table 4.5 冷房負荷、室外機消費電力量の計算値と実測値 

 
 

4.5 シミュレーションによる最適運転制御導入効果の検証 

4.5.1 対象システムの概要およびシミュレーションの計算条件 

 シミュレーションの対象となるEHP機器仕様をTable 4.6に、1Fの室内機の配置

をFigure 4.9に示す。第2章で開発したEHPシステム最適運転制御が導入されてい

る1FのEHP(ACP-1-1、ACP-1-3)を対象とした。ACP-1-1は主に室内負荷を処理す

るために設置されたものであり、主な空調室である事務室に室内機が7台設置さ

れている(残り3台は応接室などの小部屋に設置)。ACP-1-3は主に外気負荷を処理

するために設置されており、事務室と廊下の間の機器置場に室内機が4台設置さ

れている。Table 4.7に室外機、室内機の計算条件を示す。熱交換器KA値について

は、パラメータ推定を実施した5階の空調システムと1階の空調システムが同じ

メーカーの機器であることから、4.4.1と4.4.2で推定された5階のKA値をもとに

室外機の定格能力の比を乗じて設定した。 
 2018年7月1日から9月30日までの冷房期間における外気温湿度と室内温湿度、

冷房負荷を与えて最適運転制御導入効果を検証した。最適運転制御は第2章と同

様に、Figure 4.10に示すようなEHPの合計負荷に対して全EHPの合計消費電力が

0

5

10

15

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

消
費

電
力

[k
W

]

負荷率 [%]

系列1
系列2消費電力(計算)

RMSE(全期間) 消費電力:0.91 kW

消費電力(実測)
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8,649 2,335 2,428
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最小となる負荷分配を行う。Figure 4.11に代表期間(7月1日～7月8日)のACP-1-1と
ACP-1-3それぞれの室外機の冷房負荷と合計冷房負荷を示す。なお、2018年は最

適運転制御の導入前であり、それぞれの負荷は成り行きで分配されている。

Figure 4.11の合計冷房負荷に対し最適運転制御の負荷分配を行った場合のACP-
1-1とACP-1-3それぞれの室外機の冷房負荷をFigure 4.12に示す。合計負荷21 kW
を境界としてACP-1-1とACP-1-3の運転が入れ替わることとなる。また、比較対

象として、Figure 4.13のようにACP-1-3を優先的に運転する条件を設定した注2。

この運転では、ACP-1-3の定格冷房能力まではACP-1-3を運転し、それを超える

負荷になると残りの負荷をACP-1-1で処理することとなる。室内機の負荷分配に

ついては、時刻毎の各室内機の運転・停止状態を確認し、運転となっている室内

機に対して優先的に負荷を分配するように設定した注3。 
 

Table 4.6 シミュレーション対象の EHP 機器仕様 

 

 

記号 機器
階
数

系統
(対象負荷)

台
数

定格能力
[kW]

定格消費電力
[kW]

冷房 暖房 冷房 暖房

ACP1-1 室外機

1

室内負荷

1 69.0 77.5 16.4 20.4
ACP1-1a

室内機

7 7.1 8.0 0.13 0.12
ACP1-1b 1 2.2 2.5 0.08 0.05
ACP1-1c 1 2.2 2.5 0.08 0.05
ACP1-1d 1 3.6 4.0 0.08 0.05
ACP1-3 室外機

外気負荷

1 33.5 37.5 8.6 9.4
ACP1-3a

室内機
1 2.8 3.2 0.08 0.05

ACP1-3b 4 7.1 8.0 0.68 0.68
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Figure 4.9 1F 執務室の室内機の配置 

 
Table 4.7 室外機・室内機の計算条件 

 
 

室内負荷系統室内機 外気負荷系統室内機

室外機
ACP1-1

圧縮機 機械効率 [-] 0.75

ファン
定格風量 [m3/min] 374

定格消費電力 [W] 840
熱交換器 KA値 [W/K] 27.1

室内機
ACP1-1a

熱交換器 KA値 [W/K]
0.13

ACP1-1b 0.13
ACP1-1c 0.27

室外機
ACP1-3

圧縮機 機械効率 [-] 0.75

ファン
定格風量 [m3/min] 187

定格消費電力 [W] 420
熱交換器 KA値 [W/K] 13.2

室内機
ACP1-3a 熱交換器 KA値 [W/K] 0.07

ACP1-3b 0.17
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Figure 4.10 負荷率帯別の室外機への指令パターンと負荷率 

 

 

Figure 4.11 代表期間の ACP-1-1、ACP-1-3 室外機の冷房負荷と 
合計冷房負荷 
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Figure 4.12 代表期間の ACP-1-1、ACP-1-3 室外機の冷房負荷 

(最適運転制御条件) 

 

 
Figure 4.13 代表期間の ACP-1-1、ACP-1-3 室外機の冷房負荷 

(ACP-1-3 優先運転条件) 
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4.5.2 計算結果および考察 

シミュレーションの結果として、Figure 4.14に合計冷房負荷に対する最適運転

制御のEHPシステムCOP(=合計冷房負荷/室外機(ACP-1-1 + ACP-1-3)合計消費電

力量)とACP-1-3優先運転のEHPシステムCOPをそれぞれ示す。最適運転制御も

ACP-1-3優先運転も合計負荷が21 kWになるまではACP-1-3を運転するため、同じ

EHPシステムCOPとなっているが、21 kWを超える負荷ではACP-1-1を運転する

最適運転制御の方が高いEHPシステムCOPとなる。また、Table 4.8に7月1日から

9月30日までの冷房負荷、最適運転制御条件とACP-1-3優先運転条件の室外機

(ACP-1-1 + ACP-1-3)合計消費電力量の計算値を示す。合計冷房負荷16.7 MWhに
対して最適運転制御の場合の室外機合計消費電力量は4.06 MWh(平均EHPシス

テムCOP4.12)となった。一方でACP-1-3を優先して運転した場合の室外機合計消

費電力量は4.67 MWh(平均EHPシステムCOP3.58)となり15%のEHPシステムCOP
向上効果が得られることを確認した。また、成り行き運転(実測値)との比較では

9％のEHPシステムCOP向上効果となった。なお、第2章で示されたEHPシステム

最適運転制御のEHPシステムCOP向上効果はシステム最適運転制御なし(EHP最
適運転制御のみ導入)と比較すると3%であり、これより高い値となった。これは

システム最適運転制御なしの条件が21 kWを超える負荷で、ACP-1-3だけではな

くACP-1-1も運転していたことが理由として考えられる注4。 

 
Figure 4.14 冷房負荷に対する EHP システム COP の計算値 
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Table 4.8 冷房負荷、室外機合計消費電力量の計算値 

 

 

更に、各室外機の負荷に対する凝縮温度を分析し、EHPシステムCOP向上の要

因について調べた。Figure 4.15に各室外機の冷房負荷に対する凝縮温度の計算値

を示す。凝縮温度は外気温度による違いがあるものの、同じ冷房負荷条件では

ACP-1-1の凝縮温度はACP-1-3よりも低くなる傾向にある。これはACP-1-1の方が

定格能力の大きい機種であり、室外機の熱交換器が大きいためである。このよう

に凝縮温度の上昇が抑えられることでACP-1-1はACP-1-3よりもCOPが向上して

いる事が示唆された。また、ACP-1-3の凝縮温度は冷房負荷が10 kWを超えると

ACP-1-1よりも高くなっている。このことから、冷房負荷21 kWよりも低い条件

でACP-1-1はACP-1-3よりも室外機COPが高い可能性があると考えられる。そこ

でFigure 4.16に示すように各室外機の冷房負荷に対する室外機COP(＝室外機冷

房負荷/室外機消費電力)の実測値をプロットした。Figure 4.16よりACP-1-1の室外

機COPは冷房負荷が30 kWに達するまでほぼ横ばいであるが、ACP-1-3は冷房負

荷が13 kWを超えたところで室外機COPが低下する傾向にある。この結果より最

適運転制御においては冷房負荷21 kWよりも小さい負荷でACP-1-1を優先して運

転する方が、室外機COPがより向上することが示唆された。 

 
Figure 4.15 冷房負荷に対する凝縮温度の計算値 
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Figure 4.16 冷房負荷に対する各室外機 COP の実測値 

 
最後にFigure 4.14とFigure 4.16を比較すると実測の室外機COPは計算のEHPシ

ステムCOPよりもやや低い値に集中することが分かる。そこでACP-1-1とACP-1-
3の室外機と各室内機の運転時間を調べた。ACP-1-1とACP-1-3の室外機と各室内

機の運転時間をFigure 4.17に示す。ACP-1-1a①～⑦とACP-1-3b①～④は同じ空間

(事務室)の空調負荷、外気負荷の処理を行っているにもかかわらず、室外機より

も運転時間の短い室内機が存在している。同じ空間を空調する複数の室内機の

幾つかに停止しているものが存在すると、運転している室内機に負荷が集中し、

蒸発温度が下がり室外機COPが低下する。そのため本EHPシステムにおいては、

空調時間帯に同じ空間を空調する室内機を全て稼働させることで室外機COP、
EHPシステムCOPを向上できる可能性がある。 
シミュレーションによって計算される、上記の運転制御の変更(ACP-1-3から

ACP-1-1に運転を切り替える負荷を21 kWから13 kWに変更)と、空調時間帯に同

じ空間を空調する室内機を全て稼働させる運転を導入した場合のEHPシステム

COP向上効果は、今回の最適制御運転条件と比較して3～7%と推測された。 
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Figure 4.17 室外機および各室内機の運転時間 

(2018 年 7 月 1 日～9 月 30 日) 
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注1 濡れ面係数WSFはLCEMツールで用いられている、以下の特性式によって計算し

た。 
 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 = 𝑐𝑐1𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆2 + 𝑐𝑐2𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 + 𝑐𝑐3 
ここで、SHFは顕熱比 [-]である。c1、c2、c3は機器に応じた定数で10）、LCEMツール

のファンコイルユニットで用いられているc1=1.82、c2=3.56、c3=2.75を採用した。 
 
注2 室外機側の負荷が、優先的に負荷を按分する室内機の定格能力の合計値を超え

るまでは、優先的に負荷を按分する室内機に負荷を按分し、室外機側の負荷が優先的に

負荷を按分する室内機の定格能力の合計値を超えた場合には、残りの室内機に負荷を按

分するようにした。また、負荷を按分する室内機が複数ある場合には、室内機の定格能

力に応じて重み付けして按分した。 
 
注3 比較対象として、ACP-1-3を優先的に運転する条件を設定した理由としては、室

内負荷の処理を行うEHP(ACP-1-3)と外気負荷の処理を行うEHP(ACP-1-1)を設置した場

合、一般的に外気負荷の処理を行うEHPの設定温度を低くすることが多いためである。 
 
注4 室外機側の負荷を、運転となっている室内機の定格能力に応じて重み付けして

按分した。 
 
注5 上記のように外気負荷の処理を行うEHP(ACP-1-3)の設定温度を低くして優先

的に運転する条件を行っても、負荷が増大しACP-1-1の設定温度より高くなった段階で

ACP-1-1の運転が行われる。それ以降のそれぞれの室外機の負荷は室外機の容量で按分

される、実測の成り行き運転のような運転となることが想定される。 
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4.6 まとめ 

以下に本章のまとめを示す。 
1) ヒートポンプ空調システムのシミュレーションツールの冷媒の蒸発温

度の改良点の概要について説明した。 
 

2) 実際の建物に導入された EHP の実測値と計算値を比較してシミュレー

ションツールに与えるパラメータの推定を行った。今回条件として与え

た熱交換器 KA 値でシミュレーションを行った計算値と実測値との間で

は、冷媒の蒸発温度の一部で乖離が見られたものの、冷房期間の室外機

消費電力量の誤差は 4%に収まり、実測値を再現できることを確認した。

これにより今回与えた KA 値をシミュレーションのパラメータとして推

定できた。 
 

3) シミュレーションツールを用いて EHP システム最適運転制御の導入時

における EHP システム冷房 COP 向上効果を検証した。最適運転制御条

件と ACP-1-3(外気負荷処理用 EHP)優先運転条件の室外機合計消費電力

量を計算し、比較を行った結果、15%の EHP システム冷房 COP 向上効

果が得られることを確認した。EHP システム冷房 COP 向上の要因とし

ては熱交換器の大きい機種を運転することにより凝縮温度の上昇が抑

えられることなどが計算により示された。 
 

4) ACP-1-3 から ACP-1-1 に運転を切り替える負荷を 21 kW から 13 kW に

変更した運転制御と、空調時間帯に同じ空間を空調する室内機を全て稼

働させる運転を導入することで、EHP システム冷房 COP を更に向上で

きることが示唆された。シミュレーションにより、この場合の EHP シス

テム冷房 COP 向上効果は 3～7%と推測された。 
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第5章  結論 
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5.1 本研究のまとめ 

本研究では、一つの部屋に対し、複数の室外機を用いて空調を行う個別分散空

調システムに対して、空調システム全体の運転効率を最大化させる EHP システ

ム最適運転制御を開発した。 
開発した制御を実際の建物に導入して、制御動作や室内環境の検証を行った。

制御動作は想定した制御をよく再現していることを確認した。また、室内環境は

EHP システム最適運転制御を導入しても環境の悪化は見られず、空調時間帯は

室温 23～26℃、湿度 50～70%の範囲に収まっていた。また、EHP システム最適

運転制御の導入時におけるシステム COP は、制御なし、EHP 最適運転制御の導

入時と比較すると、それぞれ 13％、3％向上しており、本制御システムの導入効

果を確認することができた。 
導入効果の検証を通じて、LCEM のシミュレーションと実測値では負荷に対

する COP の特性が異なることが分かったため、実測値を用いて、室外機の性能

曲線を自動で更新する手法を開発した。この手法の特徴として、異常値を除外す

るための物理特性と統計的手法を組み合わせて、データのクレンジングの自動

化を図っている点にある。 
実測値を用いて描いた性能曲線に基づき、EHP システム最適運転制御のシミ

ュレーションを行ったところ、システム COP が 3%改善する結果が得られた。 
今後は、実際に EHP システム最適運転制御が導入されている地点に性能曲線

自動更新の仕組みを導入し、常に最適な制御パラメータに更新されるように図

っていきたい。また、性能曲線の自動更新については、今回は制御パラメータの

調整に用いたが、長期的なデータ処理によって、当初の性能曲線からの乖離をも

って故障検知や機器劣化による更新タイミングの検討等にも活用できる可能性

があると考えられる。 
 実際の建物で制御を切り替えて効果検証をする場合には、外気温度、日射量、

部屋の稼働率などどうしても条件が揃わないため、制御以外の条件を一致させ

ての検証が難しい面がある。そこで、ヒートポンプ空調システムのシミュレーシ

ョンツールの冷媒の蒸発温度を改良することで、シミュレーションにより検証

できるツールを開発した。 
実際の建物に導入された EHP の実測値と計算値を比較してシミュレーション

ツールに与えるパラメータの推定を行ったところ、今回条件として与えた熱交

換器 KA 値でシミュレーションを行った計算値と実測値との間では、冷媒の蒸

発温度の一部で乖離が見られたものの、冷房期間の室外機消費電力量の誤差は

4%に収まり、実測値を再現できることを確認した。これにより今回与えた KA
値をシミュレーションのパラメータとして推定することができた。 
次に、シミュレーションツールを用いて EHP システム最適運転制御の導入時
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における EHP システム冷房 COP 向上効果を検証したところ、最適運転制御条件

と ACP-1-3(外気負荷処理用 EHP)優先運転条件の室外機合計消費電力量を計算

し、比較を行った結果、15%の EHP システム冷房 COP 向上効果が得られること

を確認した。この結果から、条件を同一としたシミュレーション上でも EHP シ

ステム最適運転制御の効果が確認できた。 
EHP システム最適運転制御は、2 台の室外機に負荷を最適に配分する制御で

あることから、配分の余地がなく、定格で運転するしかない負荷率 100%では制

御効果がない。しかしながら、コロナ禍以降はテレワークが普及しており、空調

の負荷率も低下する傾向にあるため、EHP システム最適制御の対象地点がより

拡がるものと考える。 
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5.2 今後の課題 

対象設備の課題として、今回開発したEHPシステム最適制御は、効率の良い室

外機に負荷を偏らせるため、各室外機が空調している範囲が同一の範囲である

ことが望ましい。もし各室外機が空調している範囲が異なる場合には、効率の悪

い室外機側で温度の乖離が大きく、うまく負荷配分できない可能性があるため、

空気を循環させる等の対策が必要になると考えられる。 
自動的に性能曲線を描く機能については、外れ値を除外するためのマハラノ

ビス距離の基準値設定が重要となる。今回求められた 2.2、2.3 といった値は有

意水準を 30%（すべての値のうち 30%を外れ値として除外する水準）とした場

合の基準値 2.4 に近く、事務所用途以外の建物でも、同様の基準値で性能曲線が

自動的に描くことが出来るかは確認したい。 
シミュレーションによる制御効果からは、EHP システム冷房 COP 向上の要因

としては熱交換器の大きい機種を運転することにより凝縮温度の上昇が抑えら

れることなどが計算により示された。その結果、ACP-1-3 から ACP-1-1 に運転を

切り替える負荷を 21 kW から 13 kW に変更した運転制御と、空調時間帯に同じ

空間を空調する室内機を全て稼働させる運転を導入することで、EHP システム

冷房 COP を更に向上できることが示唆された。シミュレーションにより、この

場合の EHP システム冷房 COP 向上効果は 3～7%と推測された。 
これらの結果を踏まえてEHPシステム最適運転制御が導入されている建物で

は、次の冷房期間に最適運転制御を引き続き導入した上で、ACP-1-3からACP-1-
1に運転を切り替える負荷を変更した運転制御と、空調時間帯に同じ空間を空調

する室内機を全て稼働させる運転の導入により、更なるEHPシステムCOPの向上

効果が期待できる。今後、実際の建物にて効果検証を行い、EHPシステムCOPの
向上効果を確認したい。 
制御ロジックの課題としては、空調室外機2台までの制御方法となっている。

今後、1つの部屋に3台以上の室外機が設置されている場合にも適用できるよう

に機能拡張を図ることで、対象となる個別分散空調設備を広げられるように検

討を進めたい。 
 
 
本研究成果によって、個別分散空調システムへの省エネルギー対策に寄与で

きることを期待する。 
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